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申請様式
○排出削減方法論承認申請書　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　 …1　
○承認済み排出削減方法論修正申請書                 
…3　
　
○排出削減事業計画                                 
…5　
　
○審査報告書                                      
…18　
○排出削減事業承認申請書                          
…19　
○排出削減実績報告書
                         　
…21　
○実績確認書                                     
 …34　
○国内クレジット認証申請書　                        
…35　
○国内クレジット移転・償却・取消申請書                
…37　
○審査機関・審査員登録申請書　                            
…40　
国内クレジット制度　排出削減方法論承認申請書
平成　　　年　　　月　　　日

国内クレジット認証委員会　殿
排出削減方法論の承認について、下記の通り申請いたします。
１．申請者
	事業者名
	

	代表者役職・氏名
	印　

	所在地

及び連絡先
	〒　　　－　　　　　　　TEL　　　　（　　　　）

	（ふりがな）

担当者氏名
	印　

	所属
	

	役職
	

	所在地
	〒　　　－　　

	連絡先

（代表・直通）
	

	FAX
	

	E-mail
	


２．排出削減方法論申請内容
	①排出削減方法論の名称

	

	

	

	②申請しようとする適用条件
方法論が採用する削減技術・手法について特定の上、提案する方法論が適用される条件を詳細に述べる。

	

	

	

	③バウンダリー

排出削減事業のバウンダリーを特定する。

	

	

	

	④ベースライン排出量の算定方法
排出量の算定に係る前提条件を示し、ベースライン排出量が算定される手法を述べる。

	

	

	

	⑤事業実施後排出量の算定方法
事業実施後排出量について特定し、これらがどのように算定されるのかについて述べる。

	

	

	

	⑥リーケージ排出量の算定方法
リーケージ排出が生じる場合、これを特定し、どのように算定するのかについて述べる。

	

	

	

	

	⑦モニタリング方法

どのようなパラメーターを、どのように計測するべきかについて述べる。

	

	

	

	⑧その他、国内クレジット認証委員会が定める事項

	

	

	


国内クレジット制度　承認済み排出削減方法論修正申請書

平成　　　年　　　月　　　日
国内クレジット認証委員会　殿
承認済み排出削減方法論の修正について、修正箇所を記した承認済み排出削減方法論を添え申請いたします。
１．申請者
	事業者名
	

	代表者役職・氏名
	印　

	所在地

及び連絡先
	〒　　　－　　　　　　　TEL　　　　（　　　　）

	（ふりがな）

担当者氏名
	印　

	所属
	

	役職
	

	担当者所在地
	

	連絡先

（代表・直通）
	

	FAX
	

	E-mail
	


２．承認済み排出削減方法論修正申請内容
	①修正の対象となる承認済み排出削減方法論の番号・名称

	

	

	

	②修正の対象となる承認済み排出削減方法論との異同

	

	

	

	

	

	③当該承認済み排出削減方法論では対応できない理由

	

	

	

	

	


	排出削減事業　　　　
計画

	排出削減事業の名称：



	

	

	

	
[image: image1]


提出日：　　　　年　　月　　日

目次
71
排出削減事業者の情報


82
排出削減事業概要


82.1
排出削減事業の名称


82.2
排出削減事業の目的


82.3
温室効果ガス排出量の削減方法


92.4
排出削減事業に関わる設備（詳細）


123
排出削減量の計画


124
国内クレジット認証期間


135
活動量・原単位


135.1
活動量・原単位


135.2
活動量の採用根拠


146
温室効果ガス排出削減量の算定


146.1
排出削減事業に適用する排出削減方法論


146.2
選択した方法論がこの排出削減事業に適用できる理由


146.3
事業の範囲（バウンダリー）


146.4
ベースライン排出量の算定


146.5
リーケージ排出量の算定


146.6
事業実施後排出量の算定


146.7
温室効果ガス排出削減量の算定


156.8
追加性に関する情報


167
モニタリング方法の詳細


167.1
モニタリング対象


167.2
モニタリング対象のQA/QC


178
省エネルギー量の予測




1 排出削減事業者の情報

	排出削減事業者

	会社名
	

	代表者氏名
	

	役職
	

	排出削減事業者の自主行動計画への参加の有無
	□参加している　□参加していない

	排出削減事業者の省エネ法報告対象
	□対象である　□一種　□二種　　□対象でない

	排出削減事業を実施する事業所　（複数の事業所で実施する場合、行を挿入し全事業所を記載すること）

	事業所名
	

	住所
	

	電話番号
	

	排出削減事業担当者

	担当者氏名
	

	部署･役職名
	

	E-mail
	

	電話番号
	
	Fax番号
	

	住所
	

	排出削減事業共同実施者（国内クレジット保有予定者）（複数の排出削減事業共同実施者がいる場合、行を挿入し全ての共同実施者を記載すること）

	排出削減事業

共同実施者名
	

	担当者氏名
	

	部署･役職名
	

	E-mail
	

	電話番号
	
	Fax番号
	

	住所
	

	排出削減事業共同実施者の役割
	

	国内クレジットの使用用途
	□自主行動計画の目標達成に使用する。

□自主行動計画の目標達成に使用しない。

	その他関連事業者（注）（複数の関連事業者がいる場合、行を挿入し全ての関連事業者を記載すること）

	関連事業者名
	

	担当者氏名
	

	部署･役職名
	

	E-mail
	

	電話番号
	
	Fax番号
	

	住所
	

	関連事業者名の役割
	



（注）その他関連事業者とは、排出削減事業共同実施者とは別に、排出削減に寄与する設備機器の生産・販売者、国内クレジットの創出コストの低減を図る事業の集約を行う者等をいう。
2 排出削減事業概要

2.1 排出削減事業の名称
2.2 排出削減事業の目的

2.3 温室効果ガス排出量の削減方法

(備考)排出削減事業に関わる設備について記入する。

例）高効率設備への更新

注）設備更新の場合は、次の様式に従って、排出削減事業に関わる設備について記載のこと。

（排出削減事業実施前の設備概要）

（排出削減事業実施後の設備概要）
2.4 排出削減事業に関わる設備（詳細）
（排出削減事業実施前の設備）

	設備名称（メーカー・型番）
	

	設備導入時期
	

	法定耐用年数
	

	直近の法定検査受審日
	

	設備の利用効率
	


	設備名称（メーカー・型番）
	

	設備導入時期
	

	法定耐用年数
	

	直近の法定検査受審日
	

	設備の利用効率
	


	設備名称（メーカー・型番）
	

	設備導入時期
	

	法定耐用年数
	

	直近の法定検査受審日
	

	設備の利用効率
	


	設備名称（メーカー・型番）
	

	設備導入時期
	

	法定耐用年数
	

	直近の法定検査受審日
	

	設備の利用効率
	


	設備名称（メーカー・型番）
	

	設備導入時期
	

	法定耐用年数
	

	直近の法定検査受審日
	

	設備の利用効率
	


（排出削減事業場所の画像）

（排出削減事業実施後の設備）

	設備名称（メーカー・型番）
	

	法定耐用年数
	

	設備の利用効率
	


	設備名称（メーカー・型番）
	


	法定耐用年数
	

	設備の利用効率
	


	設備名称（メーカー・型番）
	

	法定耐用年数
	

	設備の利用効率
	


	設備名称（メーカー・型番）
	

	法定耐用年数
	

	設備の利用効率
	


	設備名称（メーカー・型番）
	

	法定耐用年数
	

	設備の利用効率
	


(備考)設備導入又は更新以外の手法・技術等による排出削減方法について記入する。

例）間欠運転の実施

注）間欠運転を実施する場合は、当該方式の導入に関わる設備、運転体制について記載のこと。

3 排出削減量の計画
	年
	ベースライン排出量(tCO2/年)
	事業実施後排出量(tCO2/年)
	排出削減量(tCO2/年)

	2008年度
	
	
	

	2009年度
	
	
	

	2010年度
	
	
	

	2011年度
	
	
	

	2012年度
	
	
	

	合計
	
	
	


4 国内クレジット認証期間

開始予定日
年 月 日

終了予定日
年 月 日
注1）事業開始日は、排出削減事業において、導入や更新をする設備や施設の設置工事や稼働試験が終了し、本格稼働を予定している時期を記載すること。

注2）開始予定日は、建設着工日もしくは事業に関連する設備発注日のいずれか早い日とすること。

注3）終了予定日は、最大で2013年3月31日までとすること。

5 活動量・原単位
適用する排出削減方法論について、活動量を用いている場合に記載する。

5.1 活動量・原単位
	対象
	活動量
	原単位

	
	
	

	
	
	


5.2 活動量の採用根拠
6 温室効果ガス排出削減量の算定

6.1 排出削減事業に適用する排出削減方法論

	方法論番号
	方法論名称

	
	


（複数の方法論を採用する場合、必要に応じて欄を設け記載すること）

6.2 選択した方法論がこの排出削減事業に適用できる理由

注）申請の排出削減事業が、方法論の適用条件に合致していることを説明すること。

6.3 事業の範囲（バウンダリー）

注）設備については、申請者の有する設備を個別具体的に記載すること。

6.4 ベースライン排出量の算定
注）排出削減方法論3.(1)のベースライン排出量の考え方を記載するとともに、(2)ベースラインエネルギー使用量及び(3)ベースライン排出量を算出すること。
6.5 リーケージ排出量の算定

注）排出削減方法論4.に定める算定式に従い、リーケージ排出量を算出すること。

6.6 事業実施後排出量の算定

注）排出削減方法論5.に定める算定式に従い、事業実施後排出量を算出すること。

6.7 温室効果ガス排出削減量の算定

注）排出削減方法論6.に定める算定式に従い、温室効果ガス排出削減量を算出すること。

6.8 追加性に関する情報

6.8.1　基本的情報

	排出削減事業の実施は、法的な要請に基づくものか？
	□はい　□いいえ

	設備更新を行わなかった場合、既存設備は継続して利用できるか？
	□利用できる

□利用できない


注）ここでいう「法的な要請」とは、法令等の規定に基づき、設備更新等を行った結果、排出量が削減される場合における、当該法律を指す。

6.8.2　補助金に関する情報

	補助金支給主体
	補助金額（千円）
	補助内容

	
	
	

	
	
	


注）国や自治体等から交付される補助金のうち、交付の対象が排出量削減事業における設備投資の場合について記載すること。
6.8.3　投資回収に関する情報

　（網掛け部の金額のみ記載のこと）


[image: image2.emf]設備 （単位:万円）

a設備投資額 0

b補助金額 0

c純投資額 0

既存設備のランニングコスト

d過去1年間のエネルギーコスト 0

e過去1年間のランニングコスト 0

f既存設備のランニングコスト総額 0

更新後設備のランニングコスト

gプロジェクト実施後のエネルギーコスト 0

hプロジェクト実施後のランニングコスト 0

iプロジェクト実施後に発生するコスト 0

投資回収年数


6.8.4　その他の障壁に関する情報

7 モニタリング方法の詳細
7.1 モニタリング対象
	項目
	定義
	単位
	排出削減量算定時に使用した値
	モニタリング方法

	記録

頻度
	データ記録方法　　（電子媒体・紙媒体）
	データ

保管

期限
	備考
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7.2 モニタリング対象のQA/QC

	項目
	QA/QC手順

	
	· 

	
	· 

	
	· 

	
	· 

	
	· 

	
	· 


注1）データの保管期限は、排出削減事業の終了予定日を下ることはできない。

注2）データ保管方法については、管理担当者及びその具体的保管方法について記載する。

[image: image7.emf] 
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8 省エネルギー量の予測

	
	単位
	2008年度
	2009年度
	2010年度
	2011年度
	2012年度
	合計

	
	
	ベースライン
	予測
	ベースライン
	予測
	ベースライン
	予測
	ベースライン
	予測
	ベースライン
	予測
	ベースライン
	予測

	輸入原料炭
	t/年
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	国産一般炭
	t/年
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	輸入一般炭
	t/年
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	輸入無煙炭
	t/年
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	コークス
	t/年
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	原油
	kl/年
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	ガソリン
	kl/年
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	ナフサ
	ｋl/年
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	ジェット燃料
	kl/年
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	灯油
	ｋl/年
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	軽油
	ｋl/年
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	Ａ重油
	ｋl/年
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	Ｂ重油
	ｋl/年
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	Ｃ重油
	kl/年
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	潤滑油
	kl/年
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	その他石油製品
	t/年
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	その他重質石油製品
	t/年
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	オイルコークス
	t/年
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	ＬＰＧ
	t/年
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	天然ガス
	千㎥/年
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	ＬＮＧ
	t/年
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	都市ガス
	千㎥/年
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	購入電力
	kWh/年
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	


省エネ法第一種もしくは第二種管理指定事業場の場合、直近の定期報告書を、本計画書に添付すること。
審査報告書
平成○年○月○日

株式会社●●●●

役職　●●　●●●　
株式会社○○○○
代表取締役　○○　○○○　印

１．審査の目的

株式会社○○○○（以下、「当社」という。）は、株式会社●●●●（以下、「事業者」という。）が作成した「排出削減事業計画」について審査を行った。審査の目的は、事業者の作成した「排出削減事業計画」が適正であるかどうかについて、「国内クレジット制度運営規則」に基づいて審査した結果を結論として表明することで、排出削減事業が「国内クレジット制度運営規則」の承認要件に合致しているかどうかについての判断を付与することにある。
２．審査手続

　当社が、「国内クレジット制度運営規則」に準拠して実施した主な審査手続は以下の通りである。

· 「排出削減量の算定式」の計算式及び原単位の考え方について根拠資料の査閲、質問
· 「排出削減量の算定式」の活動量の種別について根拠資料の査閲、質問
· 「排出削減量の算定式」の設備導入前の年間ベースライン排出量、活動量について根拠資料の査閲、質問、検算
· 「排出削減量の算定式」の設備導入後の事業実施後排出量の把握方法について根拠資料の査閲、質問、並びに現場視察において観察、質問
· 上記審査手続の実施中において、「排出削減量の算定式」の訂正すべき箇所の指摘、及び改訂結果の根拠資料の査閲、確認
· その他、排出削減事業計画記載事項に係る根拠資料の査閲、確認
３．審査の結論

　当社は、事業者が作成した「排出削減事業計画」は、「国内クレジット制度運営規則」に基づいた審査の結果、全ての重要な点において適正であると認める。
以上
国内クレジット制度　排出削減事業承認申請書
平成　　　年　　　月　　　日
国内クレジット認証委員会　殿

排出削減事業の承認について、排出削減事業計画、審査報告書を添え申請いたします。

１．申請者（排出削減事業者）
	事業者名
	

	代表者役職・氏名
	印　

	所在地

及び連絡先
	〒　　　－　　　　　　　TEL　　　　（　　　　）

	（ふりがな）

担当者氏名
	印　

	所属
	

	役職
	

	担当者所在地
	

	連絡先

（代表・直通）
	

	FAX
	

	E-mail
	


２．排出削減事業共同実施者（該当する場合のみ記入）
	事業者名
	

	代表者役職・氏名
	印　

	所在地

及び連絡先
	〒　　　－　　　　　　　TEL　　　　（　　　　）


３．その他関連事業者（該当する場合のみ記入）
	事業者名
	

	代表者役職・氏名
	印　

	所在地

及び連絡先
	〒　　　－　　　　　　　TEL　　　　（　　　　）


	

	排出削減実績報告書

	排出削減事業の名称：
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1 排出削減事業者の情報

	排出削減事業者

	会社名
	

	代表者氏名
	

	役職
	

	排出削減事業者の自主行動計画への参加の有無
	□参加している　□参加していない

	排出削減事業者の省エネ法報告対象
	□対象である　□一種　□二種　　□対象でない

	排出削減事業を実施する事業所　（複数の事業所で実施する場合、行を挿入し全事業所を記載すること）

	事業所名
	

	住所
	

	電話番号
	

	排出削減事業担当者

	担当者氏名
	

	部署･役職名
	

	E-mail
	

	電話番号
	
	Fax番号
	

	住所
	

	排出削減事業共同実施者（国内クレジット保有予定者）（複数の排出削減事業共同実施者がいる場合、行を挿入し全ての共同実施者を記載すること）

	排出削減事業

共同実施者名
	

	担当者氏名
	

	部署･役職名
	

	E-mail
	

	電話番号
	
	Fax番号
	

	住所
	

	排出削減事業共同実施者の役割
	

	国内クレジットの使用用途
	□自主行動計画の目標達成に使用する。

□自主行動計画の目標達成に使用しない。

	その他関連事業者（注）（複数の関連事業者がいる場合、行を挿入し全ての関連事業者を記載すること）

	関連事業者名
	

	担当者氏名
	

	部署･役職名
	

	E-mail
	

	電話番号
	
	Fax番号
	

	住所
	

	関連事業者名の役割
	



（注）その他関連事業者とは、排出削減事業共同実施者とは別に、排出削減に寄与する設備機器の生産・販売者、国内クレジットの創出コストの低減を図る事業の集約を行う者等をいう。

2 排出削減活動の概要

2.1 排出削減事業の名称
2.2 排出削減事業の目的
2.3 温室効果ガス排出量の削減方法
2.4 排出削減事業に関わる設備（詳細）
(備考)排出削減事業に関わる設備について記入する。
（排出削減事業実施前の設備）

	設備名称（メーカー・型番）
	

	設備導入時期
	

	法定耐用年数
	

	直近の法定検査受審日
	

	設備の利用効率
	


	設備名称（メーカー・型番）
	

	設備導入時期
	

	法定耐用年数
	

	直近の法定検査受審日
	

	設備の利用効率
	


	設備名称（メーカー・型番）
	

	設備導入時期
	

	法定耐用年数
	

	直近の法定検査受審日
	

	設備の利用効率
	


	設備名称（メーカー・型番）
	

	設備導入時期
	

	法定耐用年数
	

	直近の法定検査受審日
	

	設備の利用効率
	


	設備名称（メーカー・型番）
	

	設備導入時期
	

	法定耐用年数
	

	直近の法定検査受審日
	

	設備の利用効率
	


（排出削減事業実施後の事業場所の画像）

（排出削減事業実施後の設備）

	設備名称（メーカー・型番）
	

	法定耐用年数
	

	設備の利用効率
	


	設備名称（メーカー・型番）
	

	法定耐用年数
	

	設備の利用効率
	


	設備名称（メーカー・型番）
	

	法定耐用年数
	

	設備の利用効率
	


	設備名称（メーカー・型番）
	

	法定耐用年数
	

	設備の利用効率
	


	設備名称（メーカー・型番）
	

	法定耐用年数
	

	設備の利用効率
	


(備考)設備導入又は更新以外の手法・技術等による排出削減方法について記入する。
例）間欠運転の実施

注）間欠運転を実施した場合は、当該方式の導入に関わる設備、運転体制について記載のこと。

3 排出削減活動

3.1 プロジェクト開始日

排出削減事業計画4項に沿って記載。

年　月　日

3.2 モニタリング対象期間

年　月　日　～　年　月　日

3.3 活動量

排出削減事業が活動量指標を採用している場合、排出削減事業計画5項に沿って記載。

3.3.1 活動量・原単位

3.3.2 活動量の採用根拠

4 温室効果ガス排出削減量

4.1 採用した排出削減方法論の情報

	方法論番号
	方法論名称

	
	


4.2 事業の範囲（バウンダリー）の変更

事業登録時に記載したバウンダリーに変更のある場合、変更内容を記載すること。

5 モニタリング対象指標

排出削減事業計画6.1項を参照して記載。記載内容に変更のある場合、変更理由を項目ごとに記載すること。

活動量

	データ
	把握方法
	根拠資料
	記録責任者

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	


単位発熱量

	データ
	把握方法
	根拠資料
	記録責任者

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	


排出係数

	燃料種
	把握方法
	根拠資料
	記録責任者

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	


6 モニタリング体制

排出削減事業計画6.2参照

6.1 モニタリング活動担当者・責任者

	ﾓﾆﾀﾘﾝｸﾞ活動担当者氏名
	
	部署･役職名
	

	排出削減事業担当者氏名
	
	部署･役職名
	

	内部検証担当者氏名
	
	部署・役職名
	


6.2 モニタリング対象指標のQA/QC

	データの種類
	QA/QC手順（該当手順の無い場合、その理由を記載すること）
	QA/QC責任者

	活動量

	
	
	

	
	
	

	
	
	

	
	
	

	単位発熱量

	
	
	

	排出係数

	
	
	



7 排出削減量の計算

7.1 事業実施後排出量

	活動量
	単位発熱量
	排出係数
	CO2排出量

	
	
	
	

	
	
	
	

	EMPj
	


7.2 リーケージ排出量

	活動量
	単位発熱量
	排出係数
	CO2排出量

	
	
	
	

	
	
	
	

	LE
	


7.3 温室効果ガス排出削減量

	項目
	記号
	

	ベースライン排出量　　　(排出削減事業計画）
	EMBL
	

	事業実施後排出量　　　　(7.1)
	EMPj
	

	リーケージ排出量　　　　(7.2)
	LE
	

	温室効果ガス排出削減量　
	ER
	


8 省エネルギー量

	
	単位
	2008年度
	2009年度
	2010年度
	2011年度
	2012年度
	合計

	
	
	ベースライン
	実績
	ベースライン
	実績
	ベースライン
	実績
	ベースライン
	実績
	ベースライン
	実績
	ベースライン
	実績

	輸入原料炭
	t/年
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	国産一般炭
	t/年
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	輸入一般炭
	t/年
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	輸入無煙炭
	t/年
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	コークス
	t/年
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	原油
	kl/年
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	ガソリン
	kl/年
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	ナフサ
	ｋl/年
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	ジェット燃料
	kl/年
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	灯油
	ｋl/年
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	軽油
	ｋl/年
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	Ａ重油
	ｋl/年
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	Ｂ重油
	ｋl/年
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	Ｃ重油
	kl/年
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	潤滑油
	kl/年
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	その他石油製品
	t/年
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	その他重質石油製品
	t/年
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	オイルコークス
	t/年
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	ＬＰＧ
	t/年
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	天然ガス
	千㎥/年
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	ＬＮＧ
	t/年
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	都市ガス
	千㎥/年
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	購入電力
	kWh/年
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	


省エネ法第一種もしくは第二種管理指定事業場の場合、直近の定期報告書を、本計画書に添付すること。

9 審査機関による指摘事項と排出削減事業実施者の対応

	指摘事項記番号
	指摘事項
	関連する規則・

ﾏﾆｭｱﾙ該当条項
	事業者の対応
	対応の確認

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	


実績確認書
平成○年○月○日

株式会社●●●●

役職　●●　●●●　
株式会社○○○○
代表取締役　○○　○○○　印

１．審査の目的

株式会社○○○○（以下、「当社」という。）は、株式会社●●●●（以下、「事業者」という。）が作成した「排出削減実績報告書」について審査を行った。審査の目的は、事業者の作成した「排出削減実績報告書」の「排出削減量」が、「国内クレジット制度運営規則」に基づいて適正であるかどうかについて、結論を表明することにある。

２．審査手続

　当社は、「国内クレジット制度運営規則」に準拠して、データの測定方法、排出係数、事業者が採用した排出削減方法論を審査し、「排出削減実績報告書」が適正であるかどうかを検討した。これらの審査手続により、当社は、審査の判断となる合理的な基礎を得たと判断している。

３．審査の結論

　当社は、事業者が作成した「排出削減実績報告書」に記載された「排出削減量」について、「国内クレジット制度運営規則」に基づいた審査の結果、全ての重要な点において適正であると認める。
以上
国内クレジット制度　国内クレジット認証申請書

平成　　　年　　　月　　　日
国内クレジット認証委員会　殿

国内クレジットの認証について、排出削減実績報告書、実績確認書を添え申請いたします。
１．申請者（排出削減事業者）
	事業者名
	

	代表者役職・氏名
	印　

	所在地

及び連絡先
	〒　　　－　　　　　　　TEL　　　　（　　　　）

	（ふりがな）

担当者氏名
	印　

	所属
	

	役職
	

	担当者所在地
	

	連絡先

（代表・直通）
	

	FAX
	

	E-mail
	


２．排出削減事業共同実施者（該当する場合のみ記入）
	事業者名
	

	代表者役職・氏名
	印　

	所在地

及び連絡先
	〒　　　－　　　　　　　TEL　　　　（　　　　）


３．国内クレジット認証申請内容
	排出削減事業名
	

	本申請書により

クレジットを訴求する期間
	平成　　　年　　　月　　　日　～

平成　　　年　　　月　　　日

	認証を受ける
クレジット量
	

	クレジット保有申請者名
	

	口座番号
	


国内クレジット制度　国内クレジット移転・償却・取消申請書

平成　　　年　　　月　　　日
国内クレジット認証委員会　殿

国内クレジットの移転・償却・取消について、下記の通り申請いたします。
１．申請者（保有者）
	口座番号
	

	事業者名
	

	代表者役職・氏名
	印　

	所在地

及び連絡先
	〒　　　－　　　　　　　TEL　　　　（　　　　）

	（ふりがな）

担当者氏名
	印　

	所属
	

	役職
	

	担当者所在地
	　

	連絡先

（代表・直通）
	

	FAX
	

	E-mail
	


２．移転先
	該当項目（○印）
	□移転　　　　　□償却　　　　　□取消

	口座番号
	

	事業者名
	

	代表者役職・氏名
	印　

	所在地

及び連絡先
	〒　　　－　　　　　　　TEL　　　　（　　　　）

	（ふりがな）

担当者氏名
	印　

	所属
	

	役職
	

	担当者所在地
	　

	連絡先

（代表・直通）
	

	FAX
	

	E-mail
	


３．国内クレジットの数量及び識別番号
	数量

（t-CO2）
	識別番号

	
	
	～
	

	
	
	～
	

	
	
	～
	

	
	
	～
	

	
	
	～
	

	
	
	～
	

	
	
	～
	

	
	
	～
	

	
	
	～
	

	
	
	～
	


国内クレジット制度　審査機関・審査員登録申請書

平成　　　年　　　月　　　日

国内クレジット認証委員会　殿

審査機関又は審査員の登録について、以下の通り申請いたします。申請にあたり、国内クレジット制度運営規則の定める排出削減事業計画書の審査と排出削減実績報告書の確認の正確性に責任を持つことを宣言し、排出削減量実績の確認結果が不適切であった場合、国内クレジット認証委員会の指示に基づき、保有する国内クレジットから所要の量の国内クレジットの取消申請を行う等の手続きを行います。
１．申請者

	事業者名
	

	代表者役職・氏名
	印　

	所在地

及び連絡先
	〒　　　－　　　　　　　TEL　　　　（　　　　）

	（ふりがな）

担当者氏名
	印　

	所属
	

	役職
	

	担当者所在地
	　

	連絡先

（代表・直通）
	

	FAX
	

	E-mail
	


２．法的地位

　排出削減事業者との契約に基づき、国内クレジット制度運営規則の定める排出削減事業計画書の審査と排出削減実績報告書の確認の両活動について、法的責任を負うことができる法人または法人の一部であるものとする。
	法的地位の証明書類を添付


３．経営陣
業務方針の策定、方針及び手順の実施の監督、財務の監督、審査活動の適格性、異議申し立ておよび苦情への適切な対応、審査意見の表明、委員会または個人への必要に応じた権限委譲、契約内容の決定、審査活動に必要な資源の提供に、包括的な権限と責任をもつ経営陣をもつ。
	上記業務を担当する主要な職員

	氏名
	
	役職
	

	担当
	
	同分野の職員数
	

	経歴・資格
	

	

	氏名
	
	役職
	

	担当
	
	同分野の職員数
	

	経歴・資格
	

	

	氏名
	
	役職
	

	担当
	
	同分野の職員数
	

	経歴・資格
	

	

	氏名
	
	役職
	

	担当
	
	同分野の職員数
	

	経歴・資格
	

	

	氏名
	
	役職
	

	担当
	
	同分野の職員数
	

	経歴・資格
	

	


４．組織構造
　経営陣及びその他の職員の職務、責任、権限を示す組織構造を以下の通り示す。審査機関が他の組織と資本関係がある、又は他の組織の一部や支店・支部である場合は、当該組織との関係を示す。
	組織構造に関する書類の添付


　５．管理体制
管理体制の方針、文書管理、記録管理、内部監査、是正処置、予防処置、管理体制の監査に関して文書化し、関係する記録も保持するものとする。
	管理体制の方針、文書管理、記録管理、内部監査、是正処置、予防処置、管理体制監査に関する書類の添付


６．機密保持
　審査機関は、職員および外部委託機関を含め、審査の過程で得られた、または生成された情報、または排出削減事業者以外の情報源から得られた情報を、機密情報とみなし、それを保護する方針および取り決めをもつものとする。また、機密情報の安全な取扱いを確実にする設備及び施設を確保し、使用するものとする。
	機密情報の保護方針および取り決めに関する書類の添付


７．公平性
審査機関としての活動の公平性を担保するための基本方針、並びに、審査活動における公平性の重視、利害相反の回避、客観性の保持に関する対応を以下の通り示す。

	公平性の重視、利害相反の回避、客観性の保持に関する書類の添付


８．利害相反の回避

	審査機関、経営陣、職員における商売、金融、その他の利害関係により、審査に影響が生じる、あるいは審査の独立性や審査活動の品位に対する信頼が脅かされる可能性がある場合、その要因について記載する。



	審査機関、あるいは関連組織の活動から生じる潜在的な利益相反がある場合は、その要因について記載する。



	審査機関におけるある活動と他の活動の利害相反を避ける方法、また審査機関の公平性を損なうリスクを最小化する組織の運営方法について記載する。




９．職員の規定や契約条件
各職員の公平な活動を保証するための規定や契約条件を以下の通り示す。
	各職員の規定や契約条件に関する書類の添付


　１０．審査機関の財務状況
　審査活動が、業務上または財務上の要因等により公平性が損なわれないことを実証できるものとする。
	財務及び収入源に関する書類の添付


　１１．管理体制の外部評価

　過去に審査機関の経営の質、環境経営等で認定された実績もしくはISOガイド62, 65,66等の認定を受けた実績があれば、その実績を示す。またその後の管理システムの維持管理手法を示す。

	過去に審査機関の経営の質、環境経営等で認定された実績もしくはISOガイド62, 65,66等の認定を受けた実績（認定機関名も含む）に関する書類を添付



	ISOガイド等の認定以降の業務年数、及びその機関における経営システムの維持管理手法に関する書類を添付




尚、審査員の登録申請にあたっては、審査機関を審査員と読みかえて、該当事項を記載するものとする。






排出削減事業者名：				印　


排出削減事業共同実施者名：			　	印　


その他関連事業者名：				印　





排出削減事業者名：				印　


排出削減事業共同実施者名：			　	印　


その他関連事業者名：				印　














（別添）











1

Sheet1

				設備 セツビ				（単位:万円） タンイ マンエン

		a		設備投資額 セツビ トウシ ガク				0

		b		補助金額 ホジョ キンガク				0

		c		純投資額 ジュン トウシ ガク				0

				既存設備のランニングコスト キソン セツビ

		d		過去1年間のエネルギーコスト カコ ネンカン				0

		e		過去1年間のランニングコスト カコ ネンカン				0

		f		既存設備のランニングコスト総額 キソン セツビ ソウガク				0

				更新後設備のランニングコスト コウシンゴ セツビ

		g		プロジェクト実施後のエネルギーコスト ジッシゴ				0

		h		プロジェクト実施後のランニングコスト ジッシゴ				0

		i		プロジェクト実施後に発生するコスト ジッシゴ ハッセイ				0

				投資回収年数 トウシ カイシュウ ネンスウ






